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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成21年2月19日(2009.2.19)

【公表番号】特表2006-508398(P2006-508398A)
【公表日】平成18年3月9日(2006.3.9)
【年通号数】公開・登録公報2006-010
【出願番号】特願2004-557211(P2004-557211)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ   6/122    (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   6/30     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   6/42     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   6/12    　　　Ａ
   Ｇ０２Ｂ   6/30    　　　　
   Ｇ０２Ｂ   6/42    　　　　
   Ｇ０２Ｂ   6/12    　　　Ｂ

【手続補正書】
【提出日】平成20年12月22日(2008.12.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
光デバイス間で光エネルギを結合するための光結合システムであって、
放射源２００からＮ－モード放射２０４（Ｎは整数）を受け入れる導波路２１４を備え、
該導波路２１４が、
前記Ｎ－モード放射２０４を光ビーム再配向デバイス２０６から受け入れる、厚さｈを有
する第１のセクション２０８と、
ｈより小さい厚さｔを有する第２のセクション２１０と、
前記Ｎ－モード放射２０４を前記第１の導波路セクション２０８から前記第２の導波路セ
クション２１０に結合するために、前記第１の導波路セクション２０８と結合された厚さ
ｈを備えるその第１の端部と、前記第２の導波路セクション２１０と結合された厚さｔを
備える第２の端部とを有するテーパセクション２１２と、
を含み、
前記テーパセクション２１２の第１の端部が第１の開口２２６を含み、前記テーパセクシ
ョン２１２の第２の端部が前記第１の開口２２６とほぼ平行な第２の開口２２８を含み、
前記テーパセクション２１２が前記第２の導波路セクション２１０において約５－１０度
の第１の角度αの範囲と該第１の角度αに対して直角な約５－１０度の第２の角度βの範
囲とを定めるように、前記第１及び第２の開口２２６、２２８が互いに間隔を置いて配置
されている光結合システム。
【請求項２】
前記Ｎ－モード放射を前記第１の導波路セクション２０８に配向させるために前記Ｎ－モ
ード放射２０２を前記放射源２００から受け入れる光ビーム再配向デバイス２０６を更に
備える請求項１に記載の光結合システム。
【請求項３】
前記第１の開口２２６がＮ－モード放射２０４を受け入れる第１の断面積を有し、
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前記第２の開口２２８が前記第１の断面積より小さい第２の断面積を有し、且つ前記第１
の開口から光放射を受け入れる、請求項１に記載の光結合システム。
【請求項４】
ｈが約１０－１００μｍであり且つｔが約２－１０μｍである請求項１に記載の光結合シ
ステム。
【請求項５】
前記テーパセクション２１２が、約１００－１０００μｍの長さを有する請求項１に記載
の光結合システム。
【請求項６】
前記光ビーム再配向デバイス２０６がプリズムを含む請求項２に記載の光結合システム。
【請求項７】
前記光ビーム再配向デバイス２０６がレンズ又は回折格子を含む請求項２に記載の光結合
システム。
【請求項８】
屈折率ｎｃを有する前記導波路２１４を包み、且つｎｃより小さい屈折率ｎｗを有するク
ラッド２１６を更に備える請求項１に記載の光結合システム。
【請求項９】
前記第１の導波路セクション２０８及び前記テーパセクション２１２が屈折率ｎｗによっ
て定められ、前記第２の導波路セクション２１０がｎｗより大きい屈折率ｎｃによって定
められる請求項１に記載の光結合システム。
【請求項１０】
前記第２の導波路セクション２１０が、前記光ビーム再配向デバイス２０６と前記第１の
導波路セクション２０８と前記第１のテーパセクション２１２とを包むクラッドである請
求項９に記載の光結合システム。
【請求項１１】
前記第２の導波路セクション２１０が更に最上層テーパセクション２１８を含み、前記第
２の導波路セクション２１０と前記テーパセクション２１２との間の屈折率の差が前記第
２の導波路セクション２１０の上面から前記テーパセクション２１２の最上面の近傍まで
延びていることを特徴とする請求項９に記載の光結合システム。
【請求項１２】
前記第２の導波路セクション２１０が、前記第１のテーパセクション２１２内に位置付け
されたセグメント２２０を含む請求項９に記載の光結合システム。
【請求項１３】
前記第１のテーパセクション２１２内に位置付けられた前記第２の導波路セクション２１
０のセグメントが、前記第２の導波路セクション２１０と結合された長さｔを備える底辺
と該底辺に対向する頂角とを含む三角形断面を有するウェッジ２２２であり、
前記ウェッジが、前記Ｎ－モード放射を前記第１の導波路セクション２０８から前記第２
の導波路セクション２１０に結合するために前記Ｎ－モード放射２０４を前記第１のテー
パセクション２１２から受け入れる請求項１２に記載の光結合システム。
【請求項１４】
前記三角形断面２２０が、前記第２の導波路セクション２１０に対して傾斜している請求
項１３に記載の光結合システム。
【請求項１５】
前記第２の導波路セクション２１０が、前記第１のテーパセクション２１２及び前記第１
の導波路セクション２０８内に位置付けされたセグメント２２０を含む請求項９に記載の
光結合システム。
【請求項１６】
前記ウェッジ２２２の頂角が約５－１０度の角度を含む請求項１３に記載の光結合システ
ム。
【請求項１７】
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前記ウェッジ２２２が、約１００－１０００のμｍの長さを含む請求項１３に記載の光結
合システム。
【請求項１８】
放射源２０２を更に含む請求項１乃至１７のいずれかに記載の光結合システム。
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